
可児市地域防災計画（修正案）の概要 

 

１．地域防災計画とは？ 

  災害対策基本法に基づき、自治体が災害発生時に備えて住民の生命や身体、

財産を守るために必要となる対策全般についてまとめた防災に関する基本的

な計画です。 

 

２．見直しの背景 

  現在の可児市地域防災計画は平成25年度に修正を行ったものですが、その

後の災害対策基本法改正等により新たに修正が必要となったため、今回の見

直しを行います。 

 

３．見直しのポイント 

  災害対策基本法の改正により、市町村長は、災害が発生した場合などに自

ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため特に支援を要する人（避難行動要支援者）の名簿を作成しなければなら

ないことなどが定められました。 

  このことに伴い、名簿作成に必要となる事項等を市地域防災計画で定める

ものです。 

  併せて、計画に記載された用語の修正やデータの更新などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考】災害対策基本法（避難行動要支援者名簿関係） 

 

（避難行動要支援者名簿の作成） 

第四十九条の十 市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が

発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な

者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するも

の（以下「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域防

災計画の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、安否

の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために

必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名

簿（以下この条及び次条第一項において「避難行動要支援者名簿」という。）

を作成しておかなければならない。 

２ 避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を

記載し、又は記録するものとする。 

一 氏名 

二 生年月日 

三 性別 

四 住所又は居所 

五 電話番号その他の連絡先 

六 避難支援等を必要とする事由 

七 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認

める事項 

３ 市町村長は、第一項の規定による避難行動要支援者名簿の作成に必要な限

度で、その保有する要配慮者の氏名その他の要配慮者に関する情報を、その

保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用するこ

とができる。 

４ 市町村長は、第一項の規定による避難行動要支援者名簿の作成のため必要

があると認めるときは、関係都道府県知事その他の者に対して、要配慮者に

関する情報の提供を求めることができる。 

（名簿情報の利用及び提供） 

第四十九条の十一 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第一

項の規定により作成した避難行動要支援者名簿に記載し、又は記録された情

報（以下「名簿情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用の

目的以外の目的のために内部で利用することができる。 



２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域

防災計画の定めるところにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭

和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和二十六

年法律第四十五号）第百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、自主

防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者（次項において「避難支

援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、

当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供すること

について本人（当該名簿情報によって識別される特定の個人をいう。次項に

おいて同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでない。 

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避

難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると

認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他

の者に対し、名簿情報を提供することができる。この場合においては、名簿

情報を提供することについて本人の同意を得ることを要しない。 

（名簿情報を提供する場合における配慮） 

第四十九条の十二 市町村長は、前条第二項又は第三項の規定により名簿情報

を提供するときは、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報の提供を

受ける者に対して名簿情報の漏えいの防止のために必要な措置を講ずるよう

求めることその他の当該名簿情報に係る避難行動要支援者及び第三者の権利

利益を保護するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（秘密保持義務） 

第四十九条の十三 第四十九条の十一第二項若しくは第三項の規定により名簿

情報の提供を受けた者（その者が法人である場合にあつては、その役員）若

しくはその職員その他の当該名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる

者又はこれらの者であつた者は、正当な理由がなく、当該名簿情報に係る避

難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 


